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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第１四半期連結
累計期間

第63期
第１四半期連結

累計期間
第62期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成30年４月１日
至平成30年６月30日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 13,843,273 18,244,103 67,849,915

経常利益 （千円） 420,747 830,453 3,010,400

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 277,267 605,535 2,147,779

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 296,166 547,153 2,469,797

純資産額 （千円） 17,230,525 19,579,155 19,232,257

総資産額 （千円） 30,954,857 38,150,567 38,014,163

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 24.20 52.86 187.47

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 55.7 51.0 50.6

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、当第１四半期連結会計期間より、非連結子会社であった明治電機商業（上海）有限公司

及びMeiji (Thailand) Co.,Ltd.を連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①財政状態

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ136百万円増加し、38,150百万円となりまし

た。主な要因は、流動資産が174百万円増加したことによるものであります。

　流動資産は、営業債権が527百万円減少したものの、たな卸資産が742百万円増加したことを主因に、前連結会計

年度末に比べて174百万円増加し、33,210百万円となりました。

　流動負債は、営業債務が782百万円増加したものの、短期借入金が425百万円減少したこと、未払法人税等が418

百万円減少したこと及び賞与引当金が294百万円減少したことを主因に、前連結会計年度末に比べて211百万円減少

し、18,328百万円となりました。

　純資産額は、19,579百万円となり、自己資本比率は51.0％となりました。

 

②経営成績

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境や企業収益の改善が継続するなど、緩やかな

回復が続きました。世界経済につきましては、北米やＥＵ圏を中心に緩やかな回復が続いておりますが、米国発の

通商問題や英国のＥＵ離脱問題が懸念されるなど、先行き不透明な状況で推移いたしました。

　当社グループの主要ユーザーである自動車関連企業におきましては、国内販売台数は伸び悩みが見られるものの

生産台数は前年並みを維持しており、競争力強化に向けた設備投資や研究開発投資は堅調に推移いたしました。電

気・電子・半導体関連企業におきましては、スマートフォンや自動車向けの販売が好調であることから設備投資の

改善が継続しており、工作機械関連企業におきましても、自動車や半導体向けの需要が高水準を維持しているな

ど、総じて各ユーザーからの受注は好調に推移いたしました。

　今後、各分野で一層の技術革新が想定される中、当社グループにおきましては、「次代に向けた経営基盤の強

化」を基本方針とした第９次中期経営計画（平成29年度～平成31年度）に基づき、エンジニアリング力の強化やコ

ンポ販売の領域拡大、グローバルビジネスの拡大、商材づくりなどに取り組んでまいりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は18,244百万円（前年同期比31.8％増）、営業利益は777百万円

（前年同期比113.6％増）、経常利益は830百万円（前年同期比97.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

605百万円（前年同期比118.4％増）となりました。

　売上高の品目別内訳につきましては、次のとおりであります。なお、当社グループは主として制御機器、産業機

器、計測機器等の販売を営んでおり、事業区分としては単一セグメントであるため、品目別に記載しております。

 

（制御機器）

　制御機器は、当社グループの主力取扱商品で、主に自動車及び電気・電子・半導体、工作機械関連企業向けな

ど、全般に販売が増加したことから、売上高は6,333百万円（前年同期比21.1％増）となりました。

（産業機器）

　産業機器は、自動車及びセラミック関連企業向けの大型設備案件が増加し、売上高は6,131百万円（前年同期

比40.0％増）となりました。

（計測機器）

　計測機器は、自動車及び電気・電子・半導体関連企業向けの販売が増加し、売上高は1,737百万円（前年同期

比22.9％増）となりました。

（電源機器）

　電源機器は、自動車関連企業向けの大型設備案件が増加し、売上高は821百万円（前年同期比42.4％増）とな

りました。

（実装機器）

　実装機器は、自動車関連企業向けの大型設備案件が増加し、売上高は1,222百万円（前年同期比109.0％増）と

なりました。

（その他）

　上記５品目以外においては、売上高は1,997百万円（前年同期比20.4％増）となりました。
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(2) 経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループの主要顧客であります製造業の中で、販売先上位は自動車関連産業に属する企業であるため、自動

車業界の動向やそれらの企業の設備投資動向と密接な関係にあり、当社グループの経営成績に影響を与える可能性

があります。

 

３【経営上の重要な契約等】

販売店・代理店契約

契約締結先 契約締結日 主な取扱品目 契約期間

オムロン株式会社 平成30年４月１日 制御機器
自　平成30年４月１日

至　平成31年３月31日

（注）横河電機株式会社、横河ソリューションサービス株式会社について、平成30年７月１日付で同日から平成31年３

月31日までを契約期間とする新たな契約を締結しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月10日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 12,067,120 12,067,120 東京証券取引所　市場第一部 単元株式数100株

計 12,067,120 12,067,120 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 12,067,120 － 1,311,778 － 1,371,950

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　610,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 11,455,400 114,554 －

単元未満株式 普通株式　　　　1,020 － －

発行済株式総数 12,067,120 － －

総株主の議決権 － 114,554 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式76株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

明治電機工業株式会社
愛知県名古屋市中村区

亀島二丁目13番８号
610,700 － 610,700 5.06

計 － 610,700 － 610,700 5.06

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,134,998 3,041,756

受取手形及び売掛金 ※３ 20,866,079 ※３ 19,904,538

電子記録債権 ※３ 4,781,611 ※３ 5,215,475

商品及び製品 2,972,199 3,579,126

仕掛品 725,536 863,026

原材料及び貯蔵品 36,666 35,034

その他 546,480 598,464

貸倒引当金 △27,626 △26,591

流動資産合計 33,035,946 33,210,831

固定資産   

有形固定資産 2,040,784 2,010,575

無形固定資産 134,125 129,236

投資その他の資産 ※１ 2,803,308 ※１ 2,799,924

固定資産合計 4,978,217 4,939,736

資産合計 38,014,163 38,150,567

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,056,716 8,286,481

電子記録債務 5,570,647 7,123,378

短期借入金 1,200,000 774,866

未払法人税等 660,681 242,402

賞与引当金 523,080 228,898

役員賞与引当金 8,250 21,126

その他 1,521,141 1,651,701

流動負債合計 18,540,517 18,328,853

固定負債   

役員退職慰労引当金 3,550 3,550

その他 237,838 239,008

固定負債合計 241,388 242,558

負債合計 18,781,906 18,571,412

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,311,778 1,311,778

資本剰余金 1,371,950 1,371,950

利益剰余金 16,007,045 16,284,723

自己株式 △303,961 △303,961

株主資本合計 18,386,811 18,664,489

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,067,078 1,075,931

繰延ヘッジ損益 85 －

為替換算調整勘定 △71,425 △145,398

退職給付に係る調整累計額 △150,292 △148,446

その他の包括利益累計額合計 845,445 782,085

非支配株主持分 － 132,580

純資産合計 19,232,257 19,579,155

負債純資産合計 38,014,163 38,150,567
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 13,843,273 18,244,103

売上原価 11,910,549 15,752,055

売上総利益 1,932,724 2,492,047

販売費及び一般管理費 1,568,692 1,714,597

営業利益 364,031 777,449

営業外収益   

受取利息 519 784

受取配当金 18,051 24,910

仕入割引 36,508 43,547

その他 12,993 18,602

営業外収益合計 68,072 87,844

営業外費用   

支払利息 595 4,406

売上割引 10,445 12,153

デリバティブ評価損 － 18,064

その他 316 215

営業外費用合計 11,357 34,840

経常利益 420,747 830,453

特別利益   

固定資産売却益 839 －

特別利益合計 839 －

特別損失   

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純利益 421,586 830,453

法人税等 144,319 219,940

四半期純利益 277,267 610,513

非支配株主に帰属する四半期純利益 － 4,977

親会社株主に帰属する四半期純利益 277,267 605,535
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 277,267 610,513

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 71,135 8,852

繰延ヘッジ損益 352 △85

為替換算調整勘定 △53,803 △73,973

退職給付に係る調整額 1,215 1,845

その他の包括利益合計 18,899 △63,360

四半期包括利益 296,166 547,153

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 296,166 542,175

非支配株主に係る四半期包括利益 － 4,977

 

EDINET提出書類

明治電機工業株式会社(E02992)

四半期報告書

10/14



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度において非連結子会社であった明治電機商業（上海）有限公

司及びMeiji (Thailand) Co.,Ltd.は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純損益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は

固定負債の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

投資その他の資産 38,766千円 38,766千円

 

　２．偶発債務

　下記会社の銀行借入に対して債務保証を行っております。

 

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

明治電機商業（上海）有限公司 279,739千円 －千円

 

（注）　明治電機商業（上海）有限公司につきましては、当第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めたため、

記載しておりません。

 

※３．四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理をしており

ます。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等

が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形 138,958千円 107,416千円

電子記録債権 11,914 16,941

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

減価償却費 35,561千円 50,475千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月31日

取締役会
普通株式 286,409 25.00 平成29年３月31日 平成29年６月６日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月31日

取締役会
普通株式 458,253 40.00 平成30年３月31日 平成30年６月５日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

　当社グループの事業は、制御機器、産業機器、計測機器等の販売及びこれらの付随業務の単一セグメントで

あるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日

至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 24.20円 52.86円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 277,267 605,535

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
277,267 605,535

普通株式の期中平均株式数（株） 11,456,375 11,456,344

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成30年５月31日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ) 配当金の総額………………………………………458,253千円

(ロ) １株当たりの金額…………………………………40円00銭

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年６月５日

（注）　平成30年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月10日

明治電機工業株式会社

取締役会　御中

 

 有 限 責 任 あ ず さ 監 査 法 人 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　村　哲　也

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 金　原　正　英

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明治電機工業株

式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から

平成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明治電機工業株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　以　上

 

　（※）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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